
議案第４３号 

 

   大口町税条例の一部改正について 

 

 大口町税条例の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

  平成２５年５月１０日提出 

 

大 口 町 長  森     進   

 

 （提案理由） 

 この案を提出するのは、地方税法の一部を改正する法律（平成２５年法律第３号）

が平成２５年３月３０日に公布されたことに伴い、この条例の一部を改正するため

必要があるからである。 



   大口町税条例の一部を改正する条例 

 

 大口町税条例（昭和３８年大口町条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

 第３３条の７第２項中「第３１４条の７第２項」の次に「（法附則第５条の６第

２項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。 

 第５２条第５項中「（独立行政法人森林総合研究所が独立行政法人森林総合研究

所法（平成１１年法律第１９８号）附則第９条第１項又は第１１条第１項の規定に

より行う旧独立行政法人緑資源機構法（平成１４年法律第１３０号）第１１条第１

項第７号イの事業又は旧農用地整備公団法（昭和４９年法律第４３号）第１９条第

１項第１号イの事業を含む。）」を削る。 

 第１１９条第４項中「（独立行政法人森林総合研究所が独立行政法人森林総合研

究所法附則第９条第１項の規定により行う旧独立行政法人緑資源機構法第１１条第

１項第７号イの事業を含む。）」を削る。 

 附則第３条の２中「、第５０条」を削り、「延滞金の」の次に「年１４．６パー

セントの割合及び」を加え、「各年の前年の１１月３０日を経過する時における日

本銀行法（平成９年法律第８９号）第１５条第１項第１号の規定により定められる

商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割合をいう」を「当該年

の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合をいう。以下この条において同じ」に、「その年中にお

いては、当該特例基準割合（当該割合に０．１パーセント未満の端数があるときは、

これを切り捨てる。」を「その年（以下この条において「特例基準割合適用年」と

いう。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合

適用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし、年

７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加

算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年

７．３パーセントの割合」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 当分の間、第５０条に規定する延滞金の年７．３パーセントの割合は、同条の

規定にかかわらず、特例基準割合適用年中においては、当該特例基準割合適用年
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における特例基準割合とする。 

 附則第４条第１項中「日本銀行法」の次に「（平成９年法律第８９号）」を加え、

「（以下本項」を「（当該期間内に前条第２項の規定により第５０条に規定する延

滞金の割合を同項に規定する特例基準割合とする年に含まれる期間がある場合には、

当該期間を除く。以下この項」に、「到来する場合には、」を「到来する場合にお

ける」に、「前条」を「前条第２項」に改める。 

 附則第４条の２中「第９項」を「第１０項」に改める。 

 附則第７条の３の２第１項中「平成３５年度」を「平成３９年度」に、「平成２

５年」を「平成２９年」に、「附則第５条の４の２第５項」を「附則第５条の４の

２第６項（同条第９項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」に改め

る。 

 附則第７条の４中「附則第５条の５第２項」の次に「（法附則第５条の６第２項

の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。 

 附則第１０条の２の見出し中「附則第１５条第２項第６号及び第１０項」を「附

則第１５条第２項第６号等」に改め、同条第２項中「附則第１５条第１０項」を「附

則第１５条第９項」に改める。 

 附則第１７条の２第３項中「又は第３７条の９の２から第３７条の９の５まで」

を「、第３７条の９の４又は第３７条の９の５」に改める。 

 附則第２２条の２の見出し中「延長」を「延長等」に改め、同条第１項を次のよ

うに改める。 

  その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本大震災（平成２

３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の

事故による災害をいう。次項において同じ。）により滅失（東日本大震災の被災

者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号。以

下この条及び次条において「震災特例法」という。）第１１条の６第１項に規定

する滅失をいう。以下この項及び次項において同じ。）をしたことによってその

居住の用に供することができなくなった所得割の納税義務者が、当該滅失をした

当該家屋の敷地の用に供されていた土地等（同条第１項に規定する土地等をいう。
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次項において同じ。）の譲渡（震災特例法第１１条の４第６項に規定する譲渡を

いう。次項において同じ。）をした場合には、次の表の左欄に掲げる規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句として、附則第１７条、

附則第１７条の２、附則第１７条の３又は附則第１８条の規定を適用する。 

附則第１７条第

１項 

第３５条第１項 第３５条第１項（東日本大震災の被災者等

に係る国税関係法律の臨時特例に関する

法律（平成２３年法律第２９号）第１１条

の６第１項の規定により適用される場合

を含む。） 

同法第３１条第

１項 

租税特別措置法第３１条第１項 

附則第１７条の

２第３項 

 

第３５条の２ま

で、第３６条の

２、第３６条の

５ 

第３４条の３まで、第３５条（東日本大震

災の被災者等に係る国税関係法律の臨時

特例に関する法律第１１条の６第１項の

規定により適用される場合を含む。）、第

３５条の２、第３６条の２若しくは第３６

条の５（これらの規定が東日本大震災の被

災者等に係る国税関係法律の臨時特例に

関する法律第１１条の６第１項の規定に

より適用される場合を含む。） 

附則第１７条の

３第１項 

租税特別措置法

第３１条の３第

１項 

東日本大震災の被災者等に係る国税関係

法律の臨時特例に関する法律第１１条の

６第１項の規定により適用される租税特

別措置法第３１条の３第１項 

附則第１８条第

１項 

第３５条第１項 第３５条第１項（東日本大震災の被災者等

に係る国税関係法律の臨時特例に関する

法律第１１条の６第１項の規定により適

用される場合を含む。） 
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同法第３２条第

１項 

租税特別措置法第３２条第１項 

 附則第２２条の２第２項中「前項の規定は、同項」を「前２項の規定は、これら」

に、「、前項」を「、これら」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に

次の１項を加える。 

２ その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本大震災により滅

失をしたことによってその居住の用に供することができなくなった所得割の納税

義務者（以下この項において「被相続人」という。）の相続人（震災特例法第１

１条の６第２項に規定する相続人をいう。以下この項において同じ。）が、当該

滅失をした旧家屋（同条第２項に規定する旧家屋をいう。以下この項において同

じ。）の敷地の用に供されていた土地等の譲渡をした場合（当該譲渡の時までの

期間当該土地等を当該相続人の居住の用に供する家屋の敷地の用に供していない

場合に限る。）における当該土地等（当該土地等のうちにその居住の用に供する

ことができなくなった時の直前において旧家屋に居住していた者以外の者が所有

していた部分があるときは、当該土地等のうち当該部分以外の部分に係るものに

限る。以下この項において同じ。）の譲渡については、当該相続人は、当該旧家

屋を当該被相続人がその取得をした日として令附則第２７条の２第４項で定める

日から引き続き所有していたものと、当該直前において当該旧家屋の敷地の用に

供されていた土地等を所有していたものとそれぞれみなして、前項の規定により

読み替えられた附則第１７条、附則第１７条の２、附則第１７条の３又は附則第

１８条の規定を適用する。 

 附則第２３条第１項中「附則第４５条第３項」を「附則第４５条第４項」に、「「法

附則第５条の４の２第５項」を「「法附則第５条の４の２第６項（同条第９項の規

定により読み替えて適用される場合を含む。）」に、「附則第５条の４の２第５項」

と、」を「附則第５条の４の２第６項」と、」に改め、同条第２項中「第１３条の

２第１項から第５項」を「第１３条の２第１項から第６項」に、「附則第４５条第

４項」を「附則第４５条第５項」に、「「法附則第５条の４の２第５項」を「「法

附則第５条の４の２第６項（同条第９項の規定により読み替えて適用される場合を
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含む。）」に、「適用される法附則第５条の４の２第５項」を「適用される法附則

第５条の４の２第６項（法附則第４５条第６項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。）」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、改正後の大口町税条例（以下「新条例」

という。）は、平成２５年４月１日から適用する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第３３条の７第２項の改正規定並びに附則第３条の２、第４条、第４条の２、

第７条の４、第１７条の２及び第２２条の２の改正規定並びに次条並びに附則

第３条第１項及び第２項の規定 平成２６年１月１日 

 (2) 附則第７条の３の２及び第２３条の改正規定並びに附則第３条第３項の規定

 平成２７年１月１日 

 （延滞金に関する経過措置） 

第２条 新条例附則第３条の２の規定は、延滞金のうち平成２６年１月１日以後の

期間に対応するものについて適用し、同日前の期間に対応するものについては、

なお従前の例による。 

 （町民税に関する経過措置） 

第３条 新条例附則第４条の２の規定は、平成２６年度以後の年度分の個人の町民

税について適用し、平成２５年度までの個人の町民税については、なお従前の例

による。 

２ 新条例附則第２２条の２第２項の規定は、町民税の所得割の納税義務者が平成

２５年１月１日以後に行う同項に規定する土地等の譲渡について適用する。 

３ 新条例附則第２３条の規定は、平成２７年度以後の年度分の個人の町民税につ

いて適用し、平成２６年度までの個人の町民税については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

平成２５年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２４年度分までの
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固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 平成２５年４月１日前に平成２５年４月１日以後に締結される地方税法の一部

を改正する法律（平成２５年法律第３号）第１条の規定による改正後の地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条の９第１項に規定する耐震基準適合

住宅に係る耐震改修（当該耐震改修に要した費用の額が３０万円以上５０万円以

下のものに限る。）に係る契約が締結され、同日以後に当該耐震改修が完了する

場合における新条例附則第１０条の３第６項の規定の適用については、同項中「書

類及び」とあるのは、「書類及び当該耐震改修に係る契約をした日を証する書類

並びに」とする。 
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大口町税条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

 （寄附金税額控除）  （寄附金税額控除） 

第３３条の７ 略 第３３条の７ 略 

２ 前項の特例控除額は、法第３１４条の７第

２項（法附則第５条の６第２項の規定により

読み替えて適用される場合を含む。）に定め

るところにより計算した金額とする。 

２ 前項の特例控除額は、法第３１４条の７第

２項に定めるところにより計算した金額とす

る。 

  

 （固定資産税の納税義務者等）  （固定資産税の納税義務者等） 

第５２条 略 第５２条 略 

２～４ 略 ２～４ 略 

５ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９

号）による土地区画整理事業（農住組合法（昭

和５５年法律第８６号）第８条第１項の規定

により土地区画整理法の規定が適用される農

住組合法第７条第１項第１号の事業及び密集

市街地における防災街区の整備の促進に関す

る法律（平成９年法律第４９号）第４６条第

１項の規定により土地区画整理法の規定が適

用される密集市街地における防災街区の整備

の促進に関する法律第４５条第１項第１号の

事業並びに大都市地域における住宅及び住宅

地の供給の促進に関する特別措置法（昭和５

０年法律第６７号）による住宅街区整備事業

を含む。以下この項において同じ。）又は土

地改良法（昭和２４年法律第１９５号）によ

る土地改良事業の施行に係る土地について

は、法令若しくは規約等の定めるところによ

って仮換地、一時利用地その他の仮に使用し、

若しくは収益することができる土地（以下こ

の項において「仮換地等」と総称する。）の

指定があつた場合又は土地区画整理法による

土地区画整理事業の施行者が同法第１００条

の２（農住組合法第８条第１項及び密集市街

地における防災街区の整備の促進に関する法

律第４６条第１項において適用する場合並び

に大都市地域における住宅及び住宅地の供給

５ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９

号）による土地区画整理事業（農住組合法（昭

和５５年法律第８６号）第８条第１項の規定

により土地区画整理法の規定が適用される農

住組合法第７条第１項第１号の事業及び密集

市街地における防災街区の整備の促進に関す

る法律（平成９年法律第４９号）第４６条第

１項の規定により土地区画整理法の規定が適

用される密集市街地における防災街区の整備

の促進に関する法律第４５条第１項第１号の

事業並びに大都市地域における住宅及び住宅

地の供給の促進に関する特別措置法（昭和５

０年法律第６７号）による住宅街区整備事業

を含む。以下この項において同じ。）又は土

地改良法（昭和２４年法律第１９５号）によ

る土地改良事業（独立行政法人森林総合研究

所が独立行政法人森林総合研究所法（平成１

１年法律第１９８号）附則第９条第１項又は

第１１条第１項の規定により行う旧独立行政

法人緑資源機構法（平成１４年法律第１３０

号）第１１条第１項第７号イの事業又は旧農

用地整備公団法（昭和４９年法律第４３号）

第１９条第１項第１号イの事業を含む。）の

施行に係る土地については、法令若しくは規

約等の定めるところによって仮換地、一時利

用地その他の仮に使用し、若しくは収益する
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新 旧 

の促進に関する特別措置法第８３条において

準用する場合を含む。）の規定によって管理

する土地で当該施行者以外の者が仮に使用す

るもの（以下この項において「仮使用地」と

いう。）がある場合においては、当該仮換地

等又は仮使用地について使用し、又は収益す

ることができることとなった日から換地処分

の公告がある日又は換地計画の認可の公告が

ある日までの間は、仮換地等にあっては当該

仮換地等に対応する従前の土地について登記

簿又は土地補充課税台帳に所有者として登記

又は登録されている者をもって、仮使用地に

あっては土地区画整理法による土地区画整理

事業の施行者以外の仮使用地の使用者をもっ

て、それぞれ当該仮換地等又は仮使用地に係

る第１項の所有者とみなし、換地処分の公告

があった日又は換地計画の認可の公告があっ

た日から換地又は保留地を取得した者が登記

簿に当該換地又は保留地に係る所有者として

登記される日までの間は、当該換地又は保留

地を取得した者をもって当該換地又は保留地

に係る同項の所有者とみなす。 

ことができる土地（以下この項において「仮

換地等」と総称する。）の指定があった場合

又は土地区画整理法による土地区画整理事業

の施行者が同法第１００条の２（農住組合法

第８条第１項及び密集市街地における防災街

区の整備の促進に関する法律第４６条第１項

において適用する場合並びに大都市地域にお

ける住宅及び住宅地の供給の促進に関する特

別措置法第８３条において準用する場合を含

む。）の規定によって管理する土地で当該施

行者以外の者が仮に使用するもの（以下この

項において「仮使用地」という。）がある場

合においては、当該仮換地等又は仮使用地に

ついて使用し、又は収益することができるこ

ととなった日から換地処分の公告がある日又

は換地計画の認可の公告がある日までの間

は、仮換地等にあっては当該仮換地等に対応

する従前の土地について登記簿又は土地補充

課税台帳に所有者として登記又は登録されて

いる者をもって、仮使用地にあっては土地区

画整理法による土地区画整理事業の施行者以

外の仮使用地の使用者をもって、それぞれ当

該仮換地等又は仮使用地に係る第１項の所有

者とみなし、換地処分の公告があった日又は

換地計画の認可の公告があった日から換地又

は保留地を取得した者が登記簿に当該換地又

は保留地に係る所有者として登記される日ま

での間は、当該換地又は保留地を取得した者

をもって当該換地又は保留地に係る同項の所

有者とみなす。 

  

 （特別土地保有税の納税義務者等）  （特別土地保有税の納税義務者等） 

第１１９条 略 第１１９条 略 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 土地区画整理法による土地区画整理事業

（農住組合法第８条第１項の規定により土地

区画整理法の規定が適用される農住組合法第

４ 土地区画整理法による土地区画整理事業

（農住組合法第８条第１項の規定により土地

区画整理法の規定が適用される農住組合法第
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７条第１項第１号の事業及び密集市街地にお

ける防災街区の整備の促進に関する法律第４

６条第１項の規定により土地区画整理法の規

定が適用される密集市街地における防災街区

の整備の促進に関する法律第４５条第１項第

１号の事業並びに大都市地域における住宅及

び住宅地の供給の促進に関する特別措置法に

よる住宅街区整備事業を含む。次項において

同じ。）又は土地改良法による土地改良事業

の施行に係る土地について法令の定めるとこ

ろによって仮換地又は一時利用地（以下この

項において「仮換地等」という。）の指定が

あった場合において、当該仮換地等である土

地について使用し、又は収益することができ

ることとなった日以後においては、当該仮換

地等である土地に対応する従前の土地（以下

この項において「従前の土地」という。）の

取得又は所有をもって当該仮換地等である土

地の取得又は所有とみなし、当該従前の土地

の取得者又は所有者を第１項の土地の所有者

又は取得者とみなして、特別土地保有税を課

する。 

７条第１項第１号の事業及び密集市街地にお

ける防災街区の整備の促進に関する法律第４

６条第１項の規定により土地区画整理法の規

定が適用される密集市街地における防災街区

の整備の促進に関する法律第４５条第１項第

１号の事業並びに大都市地域における住宅及

び住宅地の供給の促進に関する特別措置法に

よる住宅街区整備事業を含む。次項において

同じ。）又は土地改良法による土地改良事業

（独立行政法人森林総合研究所が独立行政法

人森林総合研究所法附則第９条第１項の規定

により行う旧独立行政法人緑資源機構法第１

１条第１項第７号イの事業を含む。）の施行

に係る土地について法令の定めるところによ

って仮換地又は一時利用地（以下この項にお

いて「仮換地等」という。）の指定があった

場合において、当該仮換地等である土地につ

いて使用し、又は収益することができること

となった日以後においては、当該仮換地等で

ある土地に対応する従前の土地（以下この項

において「従前の土地」という。）の取得又

は所有をもって当該仮換地等である土地の取

得又は所有とみなし、当該従前の土地の取得

者又は所有者を第１項の土地の所有者又は取

得者とみなして、特別土地保有税を課する。

  

   附 則    附 則 

 （延滞金の割合等の特例）  （延滞金の割合等の特例） 

第３条の２ 当分の間、第２１条、第４１条の

２第２項、第４６条第３項、第４８条第２項、

第５１条の１２第２項、第６６条第２項、第

９０条第５項、第９３条第２項、第１２５条

第２項（第１３２条において準用する場合を

含む。）及び第１２６条第２項（第１３２条

において準用する場合を含む。）に規定する

延滞金の年１４．６パーセントの割合及び年

７．３パーセントの割合は、これらの規定に

第３条の２ 当分の間、第２１条、第４１条の

２第２項、第４６条第３項、第４８条第２項、

第５０条、第５１条の１２第２項、第６６条

第２項、第９０条第５項、第９３条第２項、

第１２５条第２項（第１３２条において準用

する場合を含む。）及び第１２６条第２項（第

１３２条において準用する場合を含む。）に

規定する延滞金の年７．３パーセントの割合

は、これらの規定にかかわらず、各年の特例

- 9 -



新 旧 

かかわらず、各年の特例基準割合（当該年の

前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定

により告示された割合に年１パーセントの割

合を加算した割合をいう。以下この条におい

て同じ。）が年７．３パーセントの割合に満

たない場合には、その年（以下この条におい

て「特例基準割合適用年」という。）中にお

いては、年１４．６パーセントの割合にあっ

ては当該特例基準割合適用年における特例基

準割合に年７．３パーセントの割合を加算し

た割合とし、年７．３パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合に年１パーセントの

割合を加算した割合（当該加算した割合が年

７．３パーセントの割合を超える場合には、

年７．３パーセントの割合）とする。 

基準割合（各年の前年の１１月３０日を経過

する時における日本銀行法（平成９年法律第

８９号）第１５条第１項第１号の規定により

定められる商業手形の基準割引率に年４パー

セントの割合を加算した割合をいう。）が年

７．３パーセントの割合に満たない場合には、

その年中においては、当該特例基準割合（当

該割合に０．１パーセント未満の端数がある

ときは、これを切り捨てる。）とする。 

２ 当分の間、第５０条に規定する延滞金の年

７．３パーセントの割合は、同条の規定にか

かわらず、特例基準割合適用年中においては、

当該特例基準割合適用年における特例基準割

合とする。 

 

  

 （納期限の延長に係る延滞金の特例）  （納期限の延長に係る延滞金の特例） 

第４条 当分の間、日本銀行法（平成９年法律

第８９号）第１５条第１項（第１号に係る部

分に限る。）の規定により定められる商業手

形の基準割引率が年５．５パーセントを超え

て定められる日からその後年５．５パーセン

ト以下に定められる日の前日までの期間（当

該期間内に前条第２項の規定により第５０条

に規定する延滞金の割合を同項に規定する特

例基準割合とする年に含まれる期間がある場

合には、当該期間を除く。以下この項におい

て「特例期間」という。）内（法人税法第７

５条の２第１項（同法第１４５条第１項にお

いて準用する場合を含む。）の規定により延

長された法第３２１条の８第１項に規定する

申告書の提出期限又は法人税法第８１条の２

第４条 当分の間、日本銀行法第１５条第１項

（第１号に係る部分に限る。）の規定により

定められる商業手形の基準割引率が年５．５

パーセントを超えて定められる日からその後

年５．５パーセント以下に定められる日の前

日までの期間（以下本項において「特例期間」

という。）内（法人税法第７５条の２第１項

（同法第１４５条第１項において準用する場

合を含む。）の規定により延長された法第３

２１条の８第１項に規定する申告書の提出期

限又は法人税法第８１条の２４第１項の規定

により延長された法第３２１条の８第４項に

規定する申告書の提出期限が当該年５．５パ

ーセント以下に定められる日以後に到来する

こととなる町民税に係る申告基準日が特例期
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４第１項の規定により延長された法第３２１

条の８第４項に規定する申告書の提出期限が

当該年５．５パーセント以下に定められる日

以後に到来することとなる町民税に係る申告

基準日が特例期間内に到来する場合における

当該町民税に係る第５０条の規定による延滞

金にあっては、当該年５．５パーセントを超

えて定められる日から当該延長された申告書

の提出期限までの期間内）は、特例期間内に

その申告基準日の到来する町民税に係る第５

０条に規定する延滞金の年７．３パーセント

の割合は、同条及び前条第２項の規定にかか

わらず、当該年７．３パーセントの割合と当

該申告基準日における当該商業手形の基準割

引率のうち年５．５パーセントの割合を超え

る部分の割合を年０．２５パーセントの割合

で除して得た数を年０．７３パーセントの割

合に乗じて計算した割合とを合計した割合

（当該合計した割合が年１２．７７５パーセ

ントの割合を超える場合には、年１２．７７

５パーセントの割合）とする。 

間内に到来する場合には、当該町民税に係る

第５０条の規定による延滞金にあっては、当

該年５．５パーセントを超えて定められる日

から当該延長された申告書の提出期限までの

期間内）は、特例期間内にその申告基準日の

到来する町民税に係る第５０条に規定する延

滞金の年７．３パーセントの割合は、同条及

び前条の規定にかかわらず、当該年７．３パ

ーセントの割合と当該申告基準日における当

該商業手形の基準割引率のうち年５．５パー

セントの割合を超える部分の割合を年０．２

５パーセントの割合で除して得た数を年０．

７３パーセントの割合に乗じて計算した割合

とを合計した割合（当該合計した割合が年１

２．７７５パーセントの割合を超える場合に

は、年１２．７７５パーセントの割合）とす

る。 

２ 略 ２ 略 

  

 （公益法人等に係る町民税の課税の特例）  （公益法人等に係る町民税の課税の特例） 

第４条の２ 当分の間、租税特別措置法第４０

条第３項後段（同条第６項から第１０項まで

の規定によりみなして適用する場合を含む。）

の規定の適用を受けた同法第４０条第３項に

規定する公益法人等（同条第６項から第１０

項までの規定により特定贈与等に係る公益法

人等とみなされる法人を含む。）を同法第４

０条第３項に規定する贈与又は遺贈を行った

個人とみなして、令附則第３条の２の３で定

めるところにより、これに同項に規定する財

産（租税特別措置法第４０条第６項から第１

０項までの規定により特定贈与等に係る財産

とみなされる資産を含む。）に係る山林所得

第４条の２ 当分の間、租税特別措置法第４０

条第３項後段（同条第６項から第９項までの

規定によりみなして適用する場合を含む。）

の規定の適用を受けた同法第４０条第３項に

規定する公益法人等（同条第６項から第９項

までの規定により特定贈与等に係る公益法人

等とみなされる法人を含む。）を同法第４０

条第３項に規定する贈与又は遺贈を行った個

人とみなして、令附則第３条の２の３で定め

るところにより、これに同項に規定する財産

（租税特別措置法第４０条第６項から第９項

までの規定により特定贈与等に係る財産とみ

なされる資産を含む。）に係る山林所得の金
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の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額に

係る町民税の所得割を課する。 

額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額に係る

町民税の所得割を課する。 

  

 （個人の町民税の住宅借入金等特別税額控除） （個人の町民税の住宅借入金等特別税額控除）

第７条の３ 略 第７条の３ 略 

第７条の３の２ 平成２２年度から平成３９年

度までの各年度分の個人の町民税に限り、所

得割の納税義務者が前年分の所得税につき租

税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２

の規定の適用を受けた場合（居住年が平成１

１年から平成１８年まで又は平成２１年から

平成２９年までの各年である場合に限る。）

において、前条第１項の規定の適用を受けな

いときは、法附則第５条の４の２第６項（同

条第９項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。）に規定するところにより控除

すべき額を、当該納税義務者の第３３条の３

及び第３３条の６の規定を適用した場合の所

得割の額から控除する。 

第７条の３の２ 平成２２年度から平成３５年

度までの各年度分の個人の町民税に限り、所

得割の納税義務者が前年分の所得税につき租

税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２

の規定の適用を受けた場合（居住年が平成１

１年から平成１８年まで又は平成２１年から

平成２５年までの各年である場合に限る。）

において、前条第１項の規定の適用を受けな

いときは、法附則第５条の４の２第５項に規

定するところにより控除すべき額を、当該納

税義務者の第３３条の３及び第３３条の６の

規定を適用した場合の所得割の額から控除す

る。 

２・３ 略 ２・３ 略 

  

（寄附金税額控除における特例控除額の特

例） 

（寄附金税額控除における特例控除額の特

例） 

第７条の４ 第３３条の７の規定の適用を受け

る町民税の所得割の納税義務者が、法第３１

４条の７第２項第２号若しくは第３号に掲げ

る場合に該当する場合又は第３３条の３第２

項に規定する課税総所得金額、課税退職所得

金額及び課税山林所得金額を有しない場合で

あって、当該納税義務者の前年中の所得につ

いて、附則第１６条の３第１項、附則第１６

条の４第１項、附則第１７条第１項、附則第

１８条第１項、附則第１９条第１項又は附則

第２０条の２第１項の規定の適用を受けると

きは、第３３条の７第２項に規定する特例控

除額は、同項の規定にかかわらず、法附則第

５条の５第２項（法附則第５条の６第２項の

第７条の４ 第３３条の７の規定の適用を受け

る町民税の所得割の納税義務者が、法第３１

４条の７第２項第２号若しくは第３号に掲げ

る場合に該当する場合又は第３３条の３第２

項に規定する課税総所得金額、課税退職所得

金額及び課税山林所得金額を有しない場合で

あって、当該納税義務者の前年中の所得につ

いて、附則第１６条の３第１項、附則第１６

条の４第１項、附則第１７条第１項、附則第

１８条第１項、附則第１９条第１項又は附則

第２０条の２第１項の規定の適用を受けると

きは、第３３条の７第２項に規定する特例控

除額は、同項の規定にかかわらず、法附則第

５条の５第２項に定めるところにより計算し

- 12 -



新 旧 

規定により読み替えて適用される場合を含

む。）に定めるところにより計算した金額と

する。 

た金額とする。 

  

 （法附則第１５条第２項第６号等の条例で定

める割合） 

 （法附則第１５条第２項第６号及び第１０項

の条例で定める割合） 

第１０条の２ 略 第１０条の２ 略 

２ 法附則第１５条第９項に規定する市町村の

条例で定める割合は３分の２とする。 

２ 法附則第１５条第１０項に規定する市町村

の条例で定める割合は３分の２とする。 

  

 （優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡

した場合の長期譲渡所得に係る町民税の課税

の特例） 

 （優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡

した場合の長期譲渡所得に係る町民税の課税

の特例） 

第１７条の２ 略 第１７条の２ 略 

２ 略 ２ 略 

３ 第１項（前項において準用する場合を含

む。）の場合において、所得割の納税義務者

が、その有する土地等につき、租税特別措置

法第３３条から第３３条の４まで、第３４条

から第３５条の２まで、第３６条の２、第３

６条の５、第３７条、第３７条の４から第３

７条の７まで、第３７条の９の４又は第３７

条の９の５の規定の適用を受けるときは、当

該土地等の譲渡は、第１項に規定する優良住

宅地等のための譲渡又は前項に規定する確定

優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しな

いものとみなす。 

３ 第１項（前項において準用する場合を含

む。）の場合において、所得割の納税義務者

が、その有する土地等につき、租税特別措置

法第３３条から第３３条の４まで、第３４条

から第３５条の２まで、第３６条の２、第３

６条の５、第３７条、第３７条の４から第３

７条の７まで又は第３７条の９の２から第３

７条の９の５までの規定の適用を受けるとき

は、当該土地等の譲渡は、第１項に規定する

優良住宅地等のための譲渡又は前項に規定す

る確定優良住宅地等予定地のための譲渡に該

当しないものとみなす。 

  

 （東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地

に係る譲渡期限の延長等の特例） 

 （東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地

に係る譲渡期限の延長の特例） 

第２２条の２ その有していた家屋でその居住

の用に供していたものが東日本大震災（平成

２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋

沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故に

よる災害をいう。次項において同じ。）によ

り滅失（東日本大震災の被災者等に係る国税

第２２条の２ その有していた家屋でその居住

の用に供していたものが東日本大震災（平成

２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋

沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故に

よる災害をいう。）により滅失（東日本大震

災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例
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関係法律の臨時特例に関する法律（平成２３

年法律第２９号。以下この条及び次条におい

て「震災特例法」という。）第１１条の６第

１項に規定する滅失をいう。以下この項及び

次項において同じ。）をしたことによってそ

の居住の用に供することができなくなった所

得割の納税義務者が、当該滅失をした当該家

屋の敷地の用に供されていた土地等（同条第

１項に規定する土地等をいう。次項において

同じ。）の譲渡（震災特例法第１１条の４第

６項に規定する譲渡をいう。次項において同

じ。）をした場合には、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句として、附則第１

７条、附則第１７条の２、附則第１７条の３

又は附則第１８条の規定を適用する。 

附則第１

７条第１

項 

第３５条

第１項 

第３５条第１項（東

日本大震災の被災者

等に係る国税関係法

律の臨時特例に関す

る法律（平成２３年

法律第２９号）第１

１条の６第１項の規

定により適用される

場合を含む。） 

同法第３

１条第１

項 

租税特別措置法第３

１条第１項 

附則第１

７条の２

第３項 

第３５条

の２まで、

第３６条

の２、第３

６条の５ 

第３４条の３まで、

第３５条（東日本大

震災の被災者等に係

る国税関係法律の臨

時特例に関する法律

第１１条の６第１項

の規定により適用さ

れる場合を含む。）、

第３５条の２、第３

に関する法律（平成２３年法律第２９号。以

下この項及び次条において「震災特例法」と

いう。）第１１条の６第１項に規定する滅失

をいう。以下この項において同じ。）をした

ことによってその居住の用に供することがで

きなくなった所得割の納税義務者が、当該滅

失をした当該家屋の敷地の用に供されていた

土地又は当該土地の上に存する権利の譲渡

（震災特例法第１１条の４第６項に規定する

譲渡をいう。）をした場合には、附則第１７

条第１項中「第３６条」とあるのは「第３６

条（東日本大震災の被災者等に係る国税関係

法律の臨時特例に関する法律（平成２３年法

律第２９号）第１１条の６第１項の規定によ

り適用される場合を含む。）」と、「同法第

３１条第１項」とあるのは「租税特別措置法

第３１条第１項」と、附則第１７条の２第３

項中「第３７条の９の５まで」とあるのは「第

３７条の９の５まで（東日本大震災の被災者

等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法

律第１１条の６第１項の規定により適用され

る場合を含む。）」と、附則第１７条の３第

１項中「租税特別措置法第３１条の３第１項」

とあるのは「東日本大震災の被災者等に係る

国税関係法律の臨時特例に関する法律第１１

条の６第１項の規定により適用される租税特

別措置法第３１条の３第１項」と、附則第１

８条第１項中「第３６条」とあるのは「第３

６条（東日本大震災の被災者等に係る国税関

係法律の臨時特例に関する法律第１１条の６

第１項の規定により適用される場合を含

む。）」と、「同法第３２条第１項」とある

のは「租税特別措置法第３２条第１項」とし

て、附則第１７条、附則第１７条の２、附則

第１７条の３又は附則第１８条の規定を適用

する。 
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６条の２若しくは第

３６条の５（これら

の規定が東日本大震

災の被災者等に係る

国税関係法律の臨時

特例に関する法律第

１１条の６第１項の

規定により適用され

る場合を含む。） 

附則第１

７条の３

第１項 

租税特別

措置法第

３１条の

３第１項 

東日本大震災の被災

者等に係る国税関係

法律の臨時特例に関

する法律第１１条の

６第１項の規定によ

り適用される租税特

別措置法第３１条の

３第１項 

附則第１

８条第１

項 

第３５条

第１項 

第３５条第１項（東

日本大震災の被災者

等に係る国税関係法

律の臨時特例に関す

る法律第１１条の６

第１項の規定により

適用される場合を含

む。） 

同法第３

２条第１

項 

租税特別措置法第３

２条第１項 

 

２ その有していた家屋でその居住の用に供し

ていたものが東日本大震災により滅失をした

ことによってその居住の用に供することがで

きなくなった所得割の納税義務者（以下この

項において「被相続人」という。）の相続人

（震災特例法第１１条の６第２項に規定する

相続人をいう。以下この項において同じ。）

が、当該滅失をした旧家屋（同条第２項に規

定する旧家屋をいう。以下この項において同
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じ。）の敷地の用に供されていた土地等の譲

渡をした場合（当該譲渡の時までの期間当該

土地等を当該相続人の居住の用に供する家屋

の敷地の用に供していない場合に限る。）に

おける当該土地等（当該土地等のうちにその

居住の用に供することができなくなった時の

直前において旧家屋に居住していた者以外の

者が所有していた部分があるときは、当該土

地等のうち当該部分以外の部分に係るものに

限る。以下この項において同じ。）の譲渡に

ついては、当該相続人は、当該旧家屋を当該

被相続人がその取得をした日として令附則第

２７条の２第４項で定める日から引き続き所

有していたものと、当該直前において当該旧

家屋の敷地の用に供されていた土地等を所有

していたものとそれぞれみなして、前項の規

定により読み替えられた附則第１７条、附則

第１７条の２、附則第１７条の３又は附則第

１８条の規定を適用する。 

３ 前２項の規定は、これらの規定の適用を受

けようとする年度分の第３５条の２第１項の

規定による申告書（その提出期限後において

町民税の納税通知書が送達される時までに提

出されたもの及びその時までに提出された第

３５条の３第１項の確定申告書を含む。）に、

これらの規定の適用を受けようとする旨の記

載があるとき（これらの申告書にその記載が

ないことについてやむを得ない理由があると

町長が認めるときを含む。）に限り、適用す

る。 

２ 前項の規定は、同項の規定の適用を受けよ

うとする年度分の第３５条の２第１項の規定

による申告書（その提出期限後において町民

税の納税通知書が送達される時までに提出さ

れたもの及びその時までに提出された第３５

条の３第１項の確定申告書を含む。）に、前

項の規定の適用を受けようとする旨の記載が

あるとき（これらの申告書にその記載がない

ことについてやむを得ない理由があると町長

が認めるときを含む。）に限り、適用する。

  

 （東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額

控除の適用期間等の特例） 

 （東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額

控除の適用期間等の特例） 

第２３条 所得割の納税義務者が前年分の所得

税につき震災特例法第１３条第１項の規定の

適用を受けた場合における附則第７条の３及

び附則第７条の３の２の規定の適用について

第２３条 所得割の納税義務者が前年分の所得

税につき震災特例法第１３条第１項の規定の

適用を受けた場合における附則第７条の３及

び附則第７条の３の２の規定の適用について
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は、附則第７条の３第１項中「租税特別措置

法第４１条又は第４１条の２の２」とあるの

は「東日本大震災の被災者等に係る国税関係

法律の臨時特例に関する法律（平成２３年法

律第２９号）第１３条第１項の規定により読

み替えて適用される租税特別措置法第４１条

又は同項の規定により適用される租税特別措

置法第４１条の２の２」と、「法附則第５条

の４第６項」とあるのは「法附則第４５条第

４項の規定により読み替えて適用される法附

則第５条の４第６項」と、附則第７条の３の

２第１項中「租税特別措置法第４１条又は第

４１条の２の２」とあるのは「東日本大震災

の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に

関する法律第１３条第１項の規定により読み

替えて適用される租税特別措置法第４１条又

は同項の規定により適用される租税特別措置

法第４１条の２の２」と、「法附則第５条の

４の２第６項（同条第９項の規定により読み

替えて適用される場合を含む。）」とあるの

は「法附則第４５条第４項の規定により読み

替えて適用される法附則第５条の４の２第６

項」と、同条第２項第２号中「租税特別措置

法第４１条の２の２」とあるのは「東日本大

震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特

例に関する法律第１３条第１項の規定により

適用される租税特別措置法第４１条の２の

２」とする。 

は、附則第７条の３第１項中「租税特別措置

法第４１条又は第４１条の２の２」とあるの

は「東日本大震災の被災者等に係る国税関係

法律の臨時特例に関する法律（平成２３年法

律第２９号）第１３条第１項の規定により読

み替えて適用される租税特別措置法第４１条

又は同項の規定により適用される租税特別措

置法第４１条の２の２」と、「法附則第５条

の４第６項」とあるのは「法附則第４５条第

３項の規定により読み替えて適用される法附

則第５条の４第６項」と、附則第７条の３の

２第１項中「租税特別措置法第４１条又は第

４１条の２の２」とあるのは「東日本大震災

の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に

関する法律第１３条第１項の規定により読み

替えて適用される租税特別措置法第４１条又

は同項の規定により適用される租税特別措置

法第４１条の２の２」と、「法附則第５条の

４の２第５項」とあるのは「法附則第４５条

第３項の規定により読み替えて適用される法

附則第５条の４の２第５項」と、同条第２項

第２号中「租税特別措置法第４１条の２の２」

とあるのは「東日本大震災の被災者等に係る

国税関係法律の臨時特例に関する法律第１３

条第１項の規定により適用される租税特別措

置法第４１条の２の２」とする。 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につ

き震災特例法第１３条第３項若しくは第４項

又は第１３条の２第１項から第６項までの規

定の適用を受けた場合における附則第７条の

３及び第７条の３の２の規定の適用について

は、附則第７条の３第１項中「法附則第５条

の４第６項」とあるのは「法附則第４５条第

５項の規定により読み替えて適用される法附

則第５条の４第６項」と、附則第７条の３の

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につ

き震災特例法第１３条第３項若しくは第４項

又は第１３条の２第１項から第５項までの規

定の適用を受けた場合における附則第７条の

３及び第７条の３の２の規定の適用について

は、附則第７条の３第１項中「法附則第５条

の４第６項」とあるのは「法附則第４５条第

４項の規定により読み替えて適用される法附

則第５条の４第６項」と、附則第７条の３の
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２第１項中「法附則第５条の４の２第６項（同

条第９項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。）」とあるのは「法附則第４５

条第５項の規定により読み替えて適用される

法附則第５条の４の２第６項（法附則第４５

条第６項の規定に読み替えて適用される場合

を含む。）」とする。 

２第１項中「法附則第５条の４の２第５項」

とあるのは「法附則第４５条第４項の規定に

より読み替えて適用される法附則第５条の４

の２第５項」とする。 
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改 正 要 旨 

 

１ 改正の目的 

  地方税法等の一部改正に伴い、寄附金税額控除の見直し、地方税に係る納税環

境整備及び、住宅借入金等特別税額控除の見直し等の所要の整備を図る必要があ

るため改正するものです。 

 

２ 改正の概要 

 (1) 第３３条の７、附則第７条の４関係（寄附金税額控除） 

  復興特別所得税（税率２．１％）が課されることとなったため、ふるさと寄附

金を行い、所得税の寄附金控除を受けた場合には、所得税を課税標準とする復興

特別所得税額も減少することとなります。このため、所得税での税額控除の増加

分を個人住民税で減少する改正が行われ、所得税と住民税の税額控除の合計額は

変わらないこととしました。 

  適用は、平成２６年度から平成５０年度の個人住民税とします。 

 （例）寄附金５２，０００円  所得税限界税率２０％の場合 

  改正前 改正後 

所得税の税額控除額 １０，０００円 １０，２１０円 

住民税の税額控除額 ４０，０００円 ３９，７９０円 

合計 ５０，０００円 ５０，０００円 

 (2) 附則第３条の２、附則第４条関係（納税環境整備） 

  国税の延滞金等の見直しに合わせ、地方税に係る延滞金の割合を引下げること

としました。 

 （例）特例基準割合を２％とした場合 

 改正前 改正後 

納期限後の履行遅滞 １４．６％ ９．３％ 

納期限後１か月以内 ４．３％ ３．０％ 

※ 特例基準割合：国内銀行の新規の短期貸出約定平均金利の前々年１０月
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から前年９月までの月平均に１％を加算した割合 

  適用は、平成２６年１月１日からとします。 

 (3) 附則第７条の３の２関係（住宅借入金等特別税額控除） 

  消費税率引上げに伴う影響を平準化する観点から、個人住民税における住宅借

入金等特別税額控除を平成２６年１月１日から４年間延長し、控除額を拡充する

こととしました。 

居 住 年 控除限度額 

平成２６年１月～３月 
所得税の課税総所得金額等×５％ 

（最高 ９万７，５００円） 

平成２６年４月～ 

  平成２９年１２月 

所得税の課税総所得金額等×７％ 

（最高 １３万６，５００円）

  適用は、平成２７年１月１日からとします。 
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